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大学等における知の基盤を支える支援と研究活動の境界にある諸活動の課題 
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1. はじめに 
現代科学技術システムの特徴として、一組織内において研究開発に充分な資金を確保することが難

しくなっていることから、外部リソース等を活用して効率的に研究開発を進めることが強く求められ

ている。これらは「オープンイノベーション」[1]に代表される議論の中で、主にインダストリ分野を
中心に検討が進んできたが、こうした潮流はアカデミアにおいてもその例外ではなく、現在では一般

社会を巻き込んだ活動として広がりを見せている [2-3]。 
2021 年 4 月より「科学技術基本法」にかわり「科学技術・イノベーション基本法」が施行され、第

6 期科学技術・イノベーション基本計画が開始された。この基本計画においては、アカデミアにおける
研究成果を国益・社会に貢献する研究開発のアウトカム最大化に向けた諸活動の推進のため、オープ

ンイノベーションの起点となるハブとして欠くべからざる存在となることが期待されている。 
 
2. 知の基盤推進の阻害要因 
ハブの起点ともなる外部との接点となる場所については、インダストリとのリエゾン部署にとどま

らず、ゲノム情報などの研究データの全国的な管理・利活用[4]や、科学コミュニケーションを推進す
る多様な主体による共創の場の設置[5]や研究基盤施設の共用化[6]をはじめとする大学等における知の
基盤の推進に関する検討が進んでいるが、これらは利活用に対して高度な専門知識を有する必要があ

る。 
アカデミアにおいてこうした知の基盤の構築に際しては、日常は研究活動に従事するリサーチャー

が活動に携わることが少なくない。一方、これらの多くでは、外部ステークホルダーへの支援やコー

ディネーション活動、さらには基盤に対する日々の維持管理が中心となっていることから、研究活動

とは直接関連の薄い活動のインセンティブが得づらく、継続的な活動となりづらい。また、日常的な

業務と研究活動の兼ね合いが非常に難しく、研究者としてのウエイトを確保できる時間が限られてく

る。 
そのため現在、業務支援に対して、行政やファンディング組織による支援が行われているが、その

多くは外的な側面からの支援が中心であり抜本的な解決となりづらく（外部資金終了後の事業継続等

の問題に代表されるように）解決すべき課題となっている。 
今後、アカデミアにおいてオープンイノベーションを推進するこれら知の基盤が継続的な活動を行

うにあたり課題となる問題として、下記の５点について論点を整理して発表する。 
① アカデミアとインダストリ：相容れない知識生産の二つのモード 

② 科学研究における学術的貢献のみの評価軸 

③ 組織内連携を避ける傾向にある科学研究 

④ 組織外連携を阻む排他的権利追求の研究開発マネジメント 

⑤ 研究活動と支援活動の分業 

 
3. おわりに 
 知の基盤の構築に際しては、過度に支援に寄りすぎても、また研究に寄りすぎても継続的な活動と

なりづらい。過度に支援が拠ることで、現場担当者のインセンティブ確保の問題や高度な研究コラボ

レーションに発展しづらく、また過度に研究に寄りすぎても、支援がおろそかになりがちとなること

や、幅広い研究分野に展開しづらい問題などが生じがちである。 
これまでのアカデミア組織では、研究と支援の社会分業によって成り立っていたことから、過度な

支援や過度な研究に偏りがちであることから、問題の解決は容易ではない。 
これらの課題を乗り越えるため、今後、アカデミア／インダストリ連携の目的について、短期的な
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排他的権利の獲得の視点以外に長期的な共創関係を目指した観点[7]や、研究基盤施設の外部共用活動
に関して、単なる技術支援にとどまらない研究コラボレーション[8]をはじめとする支援と研究活動の
境界にある諸活動の推進が求められている。 
今後、アカデミアにおける知の基盤が継続的な活動を行うにあたり課題となる問題をふまえ、産学

含めた幅広い研究分野の利用者への活用や、参画者のインセンティブ確保などの具体的な推進方策や

研究コラボレーション手法を検討することで、オープンイノベーションを推進するアカデミアにおけ

る知の基盤が実現するものとして期待される。 
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